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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第75期

第３四半期累計期間
第76期

第３四半期累計期間
第75期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (千円) 12,403,155 12,393,269 16,288,637

経常利益 (千円) 733,706 767,182 821,580

四半期(当期)純利益 (千円) 333,493 504,407 370,918

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,447,280 1,447,280 1,447,280

発行済株式総数 (千株) 7,460 7,460 7,460

純資産額 (千円) 13,643,789 14,479,574 13,934,958

総資産額 (千円) 17,778,352 18,650,205 17,430,645

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 44.70 67.61 49.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 15.00 15.00 30.00

自己資本比率 (％) 76.7 77.6 79.9
 

　

回次
第75期

第３四半期会計期間
第76期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 31.35 23.31
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については、記載しておりませ

ん。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

　

EDINET提出書類

石原ケミカル株式会社(E00804)

四半期報告書

 2/23



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、米国経済の回復基調と政府による経済政策等の効果も

あり、全体としては景気回復の兆しが現れております。一方で、円安進行による原材料価格の上昇や消

費税増税に伴う消費マインド減退への懸念など国内景気の下振れ懸念があり、依然として先行きは不透

明な状況となっております。

このような状況下、当社は、自動車用化学製品等、工業薬品セグメントを中心に伸びを示しました

が、上期後半より海外のＩＣ・半導体メーカーを中心に生産調整及び新規の設備投資の延期等があり、

金属表面処理剤及び機器等、電子材料セグメントは前年同期を下回る結果となりました。

この結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高12,393百万円（前年同四半期比0.1％減）、営業

利益635百万円（前年同四半期比7.0％減）、経常利益767百万円（前年同四半期比4.6％増）、四半期純

利益504百万円（前年同四半期比51.2％増）となりました。

　

EDINET提出書類

石原ケミカル株式会社(E00804)

四半期報告書

 3/23



　

セグメント別の売上高及び概要は、次のとおりであります。

（ セ グ メ ン ト 別 の 売 上 高 ） 　　　　　　　　　　　 　　　　（ 百 万 円 未 満 切 捨 表

示）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

セ　グ　メ　ン　ト
前第３四半期 当第３四半期

増減 平成25年３月期
累計期間 累計期間

金属表面処理剤

及び機器等

製品 2,766 2,598 △168 3,504

商品 4,749 4,350 △399 6,400

計 7,515 6,948 △567 9,905

電 　子　 材　 料
製品 214 215 1 280

商品 403 396 △7 519

計 618 612 △5 799

電子関連分野計 8,134 7,561 △572 10,704

自動車用化学製品等
製品 949 1,216 266 1,241

商品 284 297 13 378

計 1,234 1,514 280 1,619

工　 業 　薬　 品
製品 174 154 △19 227

商品 2,860 3,162 302 3,736

計 3,034 3,317 282 3,963

総計 12,403 12,393 △9 16,288

内　　　訳
製品 4,105 4,185 80 5,254

商品 8,298 8,207 △90 11,034
 

　

（セグメント別の業績の概要）

＜金属表面処理剤及び機器等＞

当セグメントが対応する電子部品業界は、デジタル家電やパソコン需要が低迷している中、スマー

トフォン、タブレット関連の需要は引き続き堅調に推移しました。一方で、新興国向けの電子部品の

供給が増えるに伴い価格競争が激しくなってきております。

このような状況の中、スマートフォン、タブレットに搭載される先端電子部品用ウエハーバンプ

めっき液は、韓国、台湾のユーザーを中心に拡販に努めましたが、ユーザー各社の原材料の使用量削

減などのコストダウンの影響により前年同期を下回りました。

一方、化成処理液自動管理装置は、スマートフォン、タブレットの市場拡大に対応したプリント基

板、タッチパネル関連のユーザーの海外工場を中心に管理装置、試薬の拡販に努めました。

これらの結果、金属表面処理剤及び機器等の売上高は、6,948百万円（前年同四半期比7.5％減）と

なりました。

　
＜電　子　材　料＞

電子材料のニッケル超微粉は、ユーザーのセラミックコンデンサの生産状況もあり前年同期並みと

なりました。

また、機能材料加工品は、半導体、液晶関連ともに国内市場が依然低迷しており、価格競争の激

化、大手メーカーの低価格受注が目立ちました。

これらの結果、電子材料の売上高は、612百万円（前年同四半期比1.0％減）となりました。
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＜自動車用化学製品等＞

当セグメントが対応する自動車アフターマーケットは、新車の販売台数は、期後半は消費税増税の

駆け込み需要もあり前年を上回ったものの、売れ筋は軽自動車とハイブリッドで主力であるため、

カーディーラーは新たな収益源の確保のため、サービス面での売上に力をいれています。

このような状況の中、エアコンフィルター交換作業に合わせエアコン洗浄を同時に施工するビジネ

スを継続して提案し新規のカーディラーを獲得し、新製品を投入したこともあり、エアコン洗浄剤が

順調に推移いたしました。また、補修用コンパウンドの新製品を投入し、説明会、同行販売を実施し

たことによりコンパウンドも順調に推移いたしました。

これらの結果、自動車用化学製品等の売上高は、1,514百万円（前年同四半期比22.7％増）となり

ました。

　

＜工　業　薬　品＞

当セグメントが対応する鉄鋼業界は、国内粗鋼生産量は前年を上回るなど回復基調が鮮明になり建

設と自動車関連を中心に国内の鋼材需要が好調に推移したほか、円安効果による中国、アジア諸国へ

の鋼材輸出に回復がみられ、当社の高級鋼板向け特殊薬剤の使用量が増加しました。

これらの結果、工業薬品の売上高は、3,317百万円（前年同四半期比9.3％増）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①　会社の支配に関する基本方針の内容について

　当社は、当社株式を、平成３年11月より大阪証券取引所へ上場しており、また、平成23年３月より

東京証券取引所へ上場し、株式を市場に公開しております。上場会社である以上、当社取締役会が、

当社株主の皆様及び投資家の皆様による当社株式の売買を妨げることはありません。当社取締役会と

いたしましては、当社の企業理念及び経営方針を背景に、研究開発への重点的な注力や中期的な経営

基本戦略に基づく経営の推進等により、中長期的視点から当社の企業価値及び株主共同の利益の向上

を目指し、これによって株主の皆様に長期的かつ継続的に当社の経営方針に賛同し、当社への投資を

継続していただくために邁進いたしますが、大規模買付者が出現した場合、当該大規模買付者が当社

の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切であるか否かの判断につきましては、最終的に

は当社株主の皆様の意思に委ねられるべきであると考えております。

しかしながら、株式の大規模買付行為又はこれに類する行為の中には、その目的・態様等から見て

企業価値及び株主共同の利益を毀損するもの、大規模買付行為又はこれに類する行為に応じることを

対象会社の株主に強要して不利益を与えるおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主に対して大

規模買付行為又はこれに類する行為の内容や大規模買付者についての十分な情報を提供せず、取締役

会や株主による買付条件等の検討や対象会社の取締役会の代替案の提案に要する十分な時間を提供し

ないもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を妨げ、個々の株主の皆様の判断

に委ねるべき前提を欠くものも少なくありません。

当社は、このように当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を妨げるような大規模買付行

為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えており、こ

のような大規模買付行為に対しては、株主の皆様の事前の承認や、株主の皆様の意思決定に基づき、

当社取締役会が、法令及び定款によって許容される限度において当社の企業価値及び株主共同の利益

の確保・向上のための相当な措置を講じるべきであると考え、これを、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者の在り方に関する基本方針といたします。

　
②　基本方針の実現に資する取組みについて

当社では、以下のように、当社の企業理念及び経営方針の下、中期的な経営基本戦略、CSR活動及

びコーポレート・ガバナンスの強化への取組みから、当社の企業価値及び株主共同の利益の向上に努

めております。これらの施策は、上記会社の支配に関する基本方針の実現に資するものと考えており

ます。

　
ａ.当社の中期的な経営基本戦略等

　当社は、創業以来、界面化学（気体・液体・固体などの物質と物質の境界面に関する物性現象の

研究）の技術をコアとして「物質表面の機能を創造する」ことを社会的使命とし、その実現に尽力

してまいりました。具体的には、楽器・家具用液状つや出し剤「ユニコン」の製造・販売から、半

導体外装部品等の表面処理に用いられているめっき液の開発・製造に至るまで業務の領域拡大をは

かってまいりました。
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当社は経営基本戦略として、次に掲げる４つの基本戦略を柱と位置づけ、経常利益の確保、ROE

（自己資本利益率）・EPS（１株当たりの当期純利益）の向上等を通じた、当社の企業価値及び株

主共同の利益の向上に全社をあげて邁進しております。

（ａ）新製品開発、新技術開発のため研究開発投資を積極的に行ってまいります。

（ｂ）基礎となる３つの分野（電子関連分野・自動車用品分野・工業薬品分野）と４つの事業

（電子関連分野における金属表面処理剤及び機器等、電子材料、自動車用化学製品等、工

業薬品）をバランスよく展開し、各々の事業の収益力を高め、その総体として会社の業績

の伸長をはかってまいります。

（ｃ）自社製品比率を高め、売上総利益の拡大をはかり収益力の高い会社を目指します。

（ｄ）電子材料関連分野を重点開発分野と位置づけ、第５の事業を育成してまいります。

さらに、当社は、当社がその事業により獲得した成果の配分の一環として、継続的な安定配当を

行うことを基本としつつ、業績に応じた増配を実施するなど、当社株主の皆様への弾力的な還元策

をはかっており、今後もかかる方針を堅持していきたいと考えております。

ｂ.当社のCSR（企業の社会的責任）活動とコーポレート・ガバナンスの強化への取組み

当社は環境にやさしい製品の開発、市場投入をはじめとして、本社、東京支店及び琵琶湖を控え

た滋賀工場において環境保全対策の充実をはかっております。また、当社は、品質マネジメントシ

ステムの国際規格である「ISO 9001」、環境マネジメントシステムの国際規格である「ISO

14001」の認証を取得し、これらをツールとして品質及び環境に対する万全の維持管理を行うとと

もに、地域社会への貢献もはかっております。

当社は効率的かつ健全な経営を可能にし、迅速な意思決定を行うことができる経営管理体制の充

実と、経営の透明性の観点から経営のチェック機能の充実を重要な課題と考えており、その観点か

ら、部長会における事例報告や行動指針としてのコンプライアンス規程の制定等によるコンプライ

アンスの強化、迅速かつ適切な情報開示、機関投資家説明会及び決算時の証券アナリスト説明会等

の継続的なIR活動等を通じて、適切なコーポレート・ガバナンスの構築・強化をはかっておりま

す。

　
③　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支

配されることを防止するための取組みについて

当社が、上記のような会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び

事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、平成20年６月27日に導入

した対応方針に代えて、平成23年６月28日付で新たに導入した対応方針（以下、「本対応方針」とい

います。）の概要は以下の通りです。
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《本対応方針の概要》

ａ.大規模買付ルールの設定

本対応方針は、大規模買付者に対して大規模買付ルールに従うことを求めるものです。

　大規模買付ルールとは、大規模買付行為が開始される前に、大規模買付者に対して、当社取締役

会に対する十分な情報提供を要求し、それに基づき当社取締役会がその買付行為の評価・検討や代

替案の提示等を行い、かつ、所定の期間が経過して初めて大規模買付行為を開始することを認め

る、というものです。

　具体的には、（ａ）当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために実質的かつ合理的

な判断を客観的に行う諮問機関としての対抗措置を発動することができる状態にあるか否かを検

討・判断する権限を株主総会から授権された独立委員会の設置、（ｂ）大規模買付者への意向表明

書の提出要求、（ｃ）大規模買付者への大規模買付情報（当社株主の皆様の判断及び当社取締役会

としての意見形成のための情報）の提供要求とその公表、（ｄ）大規模買付情報の提供完了後60日

間（対価を円貨の現金のみとする公開買付けによる当社全株式の買付の場合）又は90日間（上記以

外の大規模買付行為の場合）の取締役会検討期間の設定、及び（ｅ）取締役会検討期間の経過前

（それまでに、下記に述べる対抗措置発動の判断を行うための株主総会の開催が決定された場合に

は当該株主総会の終了前）の大規模買付行為開始の禁止、等が大規模買付ルールの主な内容です。

ｂ.対抗措置の発動

当社取締役会は、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、当該ルールの違反のみをもっ

て、相当と認められる対抗措置を講じることがあります。

また、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価

値及び株主共同の利益の確保・向上に著しく反すると認められる場合には、当社取締役会は、独立

委員会の判断を最大限尊重した上で、当社の企業価値及び株主共同の利益を守るために相当と認め

られる対抗措置を講じることがあります。

当社が、株主総会又は取締役会の決議を経て、本対応方針に基づき発動する大規模買付行為に対

する対抗措置は、新株予約権の無償割当て、新株予約権の第三者割当てによる発行、新株の発行

等、会社法その他の法律及び当社定款が認める措置とし、具体的な対抗措置については、その時点

で相当と認められるものを選択することといたします。

ｃ.有効期間

本対応方針につきましては、平成23年６月28日開催の当社定時株主総会において、株主の皆様か

らのご賛同をいただき、同日開催の当社取締役会の終了時点から導入されました。

本対応方針の有効期間は、平成26年６月に開催される当社定時株主総会後、最初に開催される取

締役会の終了時点までとします。但し、かかる有効期間の満了前であっても、（ａ）当社の株主総

会において本対応方針を廃止する旨の議案が承認された場合、又は（ｂ）当社の取締役会において

本対応方針を廃止する旨の決議がなされた場合には、本対応方針はその時点で廃止されるものとし

ます。

　
④　上記の取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

当社の中期的な経営基本戦略、CSR活動、コーポレート・ガバナンスの強化への取組みは、中長期

的視点から当社の企業価値及び株主共同の利益の向上を目指すための具体的方策として行われている

ものであり、まさに上記基本方針に沿うものです。
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また、本対応方針は、以下のように合理性が担保されており、上記基本方針に沿うとともに当社の

企業価値及び株主共同の利益に合致するものであり、当社の役員の地位の維持を目的とするものでは

ありません。

ａ. 本対応方針は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主

の皆様が判断するために必要な情報や時間を確保すること等を可能にするものであり、当社の企業

価値及び株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されるものです。

ｂ. 本対応方針は、当社定時株主総会の議案としてお諮りし、株主の皆様のご賛同をいただいており

ます。また、当社の株主総会において本対応方針を廃止する旨の議案が承認された場合、本対応方

針はその時点で廃止されるものとされております。そのため、本対応方針の消長及び内容は、当社

株主の皆様の合理的意思に依拠したものとなっております。また、当社取締役会が独立委員会への

諮問をした場合は、対抗措置を発動することができる状態にあるか否かを検討・判断する権限を株

主総会から授権された独立委員会が、その判断について当社取締役会に勧告するものであり、対抗

措置の発動は、間接的に株主の皆様の意思に依拠することになりますし、株主意思の確認手続とし

て株主総会が開催される場合には、対抗措置の発動は、当社株主の皆様の直接の意思に依拠するこ

とになります。

ｃ. 本対応方針の対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様

のために実質的かつ合理的な判断を客観的に行う諮問機関として、当社及び当社の経営陣との間に

特別の利害関係を有していない社外監査役、弁護士、公認会計士、税理士、学識経験者、投資銀行

業務又は当社の業務領域に精通している者、社外の経営者の中から選任される委員により構成され

る独立委員会を設置しております。

ｄ. 本対応方針に定める対抗措置は、予め定められた合理的かつ詳細な客観的発動要件が充足されな

ければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止す

るための仕組みを十分に確保しているものといえます。

ｅ. 当社取締役会は、大規模買付ルールが遵守された場合の対抗措置の発動について対抗措置を発動

することができる状態にあるか否かを検討・判断する権限を株主総会から授権された独立委員会の

勧告を最大限尊重し、又は株主総会を開催して株主の皆様の直接の意思を確認するように設定され

ております。このように、対抗措置の発動は当社株主の皆様の直接又は間接の意思に基づきなされ

るものであり、当社取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するための仕組みを確保してい

るものといえます。

ｆ. 本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、対

抗措置の発動を阻止できない買収防衛策）、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替

を一度に行うことができないため、対抗措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）のい

ずれでもありません。
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(3) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は717百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(4) 輸出販売の実績

①　輸出販売高及び輸出割合は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

輸出販売高(千円) 輸出割合　(％) 輸出販売高(千円) 輸出割合　(％)

6,175,449 49.8 5,931,409 47.9
 

　

②　主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は、次のとおりであります。

輸出先 前第３四半期累計期間　(％) 当第３四半期累計期間　(％)

韓国 47.7 53.5

台湾 34.7 31.6

中国 9.6 8.0

アセアン 7.9 6.6

その他 0.1 0.3

計 100.0 100.0
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,650,000

計 15,650,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,460,440 7,460,440
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は、100株
であります。

計 7,460,440 7,460,440 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年12月31日 ― 7,460,440 ― 1,447,280 ― 1,721,281
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 200

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式  

7,457,200
 

74,572 ―

単元未満株式 普通株式 3,040
 

― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 7,460,440 ― ―

総株主の議決権 ― 74,572 ―
 

(注) 単元未満株式数には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
石原薬品株式会社

神戸市兵庫区西柳原町5-
26

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
 

（注）当社は、平成25年10月１日付で石原薬品株式会社から石原ケミカル株式会社に商号変更しております。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成25年10月１日か

ら平成25年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,448,307 2,562,188

受取手形及び売掛金
※ 3,029,432 ※ 3,352,642

電子記録債権 182,334 268,519

有価証券 57,294 263,828

商品及び製品 493,102 372,803

仕掛品 26,942 38,349

原材料及び貯蔵品 288,479 306,940

その他 153,331 169,511

貸倒引当金 △321 △362

流動資産合計 6,678,903 7,334,421

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,539,975 2,077,492

その他（純額） 2,036,577 1,772,572

有形固定資産合計 3,576,552 3,850,064

無形固定資産 44,243 39,955

投資その他の資産

投資有価証券 4,661,704 5,223,672

その他 2,482,262 2,204,522

貸倒引当金 △13,021 △2,431

投資その他の資産合計 7,130,946 7,425,763

固定資産合計 10,751,741 11,315,784

資産合計 17,430,645 18,650,205

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※ 2,286,268 ※ 2,708,549

短期借入金 － 300,000

1年内返済予定の長期借入金 24,000 14,000

未払法人税等 77,528 155,506

賞与引当金 149,000 78,001

役員賞与引当金 32,400 39,600

その他 479,209 404,331

流動負債合計 3,048,406 3,699,989

固定負債

長期借入金 8,000 －

役員退職慰労引当金 269,096 －

資産除去債務 38,512 38,512

その他 131,670 432,128

固定負債合計 447,279 470,641

負債合計 3,495,686 4,170,630
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,447,280 1,447,280

資本剰余金 1,741,909 1,741,909

利益剰余金 10,616,875 10,897,478

自己株式 △290 △290

株主資本合計 13,805,775 14,086,378

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 129,183 393,196

評価・換算差額等合計 129,183 393,196

純資産合計 13,934,958 14,479,574

負債純資産合計 17,430,645 18,650,205
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 12,403,155 12,393,269

売上原価 9,416,680 9,266,890

売上総利益 2,986,475 3,126,378

販売費及び一般管理費

販売促進費 31,217 22,961

運賃及び荷造費 202,405 171,713

旅費及び交通費 103,161 108,970

報酬給与手当及び賞与 548,473 634,807

賞与引当金繰入額 39,336 40,814

役員賞与引当金繰入額 16,200 39,600

退職給付引当金繰入額 19,824 14,027

役員退職慰労引当金繰入額 16,742 －

福利厚生費 134,432 141,332

研究開発費 683,229 717,935

減価償却費 60,924 98,426

貸倒引当金繰入額 26 40

その他 447,058 500,345

販売費及び一般管理費合計 2,303,033 2,490,974

営業利益 683,441 635,404

営業外収益

受取利息 918 1,774

有価証券利息 28,071 24,267

受取配当金 30,982 32,968

助成金収入 － 30,000

有価証券売却益 647 4,574

その他 23,051 53,383

営業外収益合計 83,672 146,968

営業外費用

支払利息 1,327 1,179

売上割引 1,591 1,388

有価証券償還損 17,935 －

コミットメントフィー 11,015 11,050

その他 1,537 1,572

営業外費用合計 33,407 15,190

経常利益 733,706 767,182

特別利益

固定資産売却益 － 151

特別利益合計 － 151
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

特別損失

固定資産除却損 1,609 29,165

投資有価証券売却損 188,645 －

ゴルフ会員権評価損 11,500 －

貸倒引当金繰入額 10,500 －

特別損失合計 212,255 29,165

税引前四半期純利益 521,451 738,168

法人税等 187,957 233,761

四半期純利益 333,493 504,407
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　
 

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

　　税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
 

　

(追加情報)

当社は、平成25年６月26日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、取締役及び

監査役に対する退職慰労金を打ち切り支給することとし、その支給の時期は取締役及び監査役の退任時

とすることを決議いたしました。

これに伴い、当該株主総会までの期間に対応する役員退職慰労引当金相当額236,957千円は、固定負

債の「その他」として表示しております。

　

(四半期貸借対照表関係)

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。

なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形

を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形 101,095千円 66,871千円

支払手形 116,059千円 205,143千円
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む。)は、次のとおり

であります。

 
前第３四半期累計期間

(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 253,907千円 280,216千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 111,902 15.00 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

平成24年10月26日
取締役会

普通株式 111,902 15.00 平成24年９月30日 平成24年12月４日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 111,902 15.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

平成25年10月25日
取締役会

普通株式 111,902 15.00 平成25年９月30日 平成25年12月３日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末

日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期損益
計算書計上

額
（注）２

 
金属表面処
理剤及び機

器等
電子材料

自動車用
化学製品等

工業薬品

売上高        

  外部顧客への売上高 7,515,820 618,200 1,234,439 3,034,696 12,403,155 ― 12,403,155

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 7,515,820 618,200 1,234,439 3,034,696 12,403,155 ― 12,403,155

セグメント利益又は損失
（△）

796,060 △37,246 88,095 112,298 959,207 △275,766 683,441
 

（注）１　セグメント利益又は損失の調整額△275,766千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

 ２ セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期損益
計算書計上

額
（注）２

 
金属表面処
理剤及び機

器等
電子材料

自動車用
化学製品等

工業薬品

売上高        

  外部顧客への売上高 6,948,807 612,278 1,514,735 3,317,447 12,393,269 ― 12,393,269

  セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 6,948,807 612,278 1,514,735 3,317,447 12,393,269 ― 12,393,269

セグメント利益又は損失
（△）

689,153 △26,362 277,292 140,853 1,080,936 △445,532 635,404
 

（注）１　セグメント利益又は損失の調整額△445,532千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

 ２ セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

石原ケミカル株式会社(E00804)

四半期報告書

20/23



　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 44円70銭 67円61銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額 333,493千円 504,407千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 333,493千円 504,407千円

普通株式の期中平均株式数 7,460千株 7,460千株
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成25年10月25日開催の取締役会において、第76期の中間配当を行うことを決議いたしました。　

①中間配当金総額　　111,902千円

②１株当たりの額　　15円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日　平成25年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   木　村　文　彦 　　   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  西　方　　　実   　　印

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

　

平成26年２月３日

石原ケミカル株式会社

 取締役会　御中
 

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ

ツ　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている石

原ケミカル株式会社(旧会社名　石原薬品株式会社)の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第76期

事業年度の第３四半期会計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平

成25年４月１日から平成25年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期

損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、石原ケミカル株式会社(旧会社名　石原薬品株式会

社)の平成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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